香美町告示第２５号　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年３月３１日公布

　　　香美町住宅取得奨励金交付要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、町内で住宅を取得した者に対し、予算の範囲内で香美町が香美町住宅取得奨励金（以下「奨励金」という。）の額と同額の商品券を交付することにより、町外からの移住及び町内での定住を促進し、人口減少の抑制を図ることで、本町の活力の維持及び向上に資することを目的とする。
　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

⑴　町内　香美町内をいう。
⑵　町外　香美町以外の市区町村をいう。
⑶　転入　住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「住基法」という。）第２２条第１項の規定に基づく町内への転入をいう。
⑷　転居　住基法第２３条第１項の規定に基づく町内での転居をいう。
⑸　移住　概ね２年以上継続して生活の本拠として町外に住所を有していた者、町内に転入し、居住することをいう。
⑹　定住　町内に住所を有する者が、町内に住み続けることをいう。
⑺　住宅　住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する住宅をいう。
⑻　若者　第６条の規定による申請を行う日において、満３９歳以下の者をいう。

⑼　新築住宅　法第２条第２項に規定する住宅をいう。
⑽　空き家バンク登録住宅　香美町空き家情報登録制度「空き家バンク」実施要綱（平成２８年香美町告示第９７号。以下「実施要綱」という。）第４条第２項の空き家情報登録台帳に登録された住宅で、実施要綱第１２条第１項の交渉の結果、売買の契約が成立した住宅をいう。

⑾　中古住宅　新築住宅及び空き家バンク登録住宅以外の住宅をいう。

⑿　対象住宅の取得　平成３１年４月１日以降に建設又は購入により自ら居住するため町内に住宅を取得することをいう。
⒀　町内施工業者　建設工事を行う、町内に本店を有する法人又は町内に住所を有する個人事業者をいう。
⒁　商品券　本町が発行する奨励金の額と同額の商品券とし、香美町商工会会員が経営する店舗等に限り使用することができるものをいう。

　（奨励金の交付対象者）

第３条　移住による交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

　⑴　本町に転入後５年以内に対象住宅の取得を行い居住した者又は対象住宅の取得後１年以内に本町に転入した者
　⑵　取得した住宅が、共有名義の場合は、共有者全てが交付対象要件に該当すること。
　⑶　町内に住所を有する者
　⑷　香美町税条例（平成１７年香美町条例第７２号）第３条に規定する町税及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第１項に規定する歳入に滞納がない者
　⑸　第６条の規定による申請をする日前において、本町の住宅取得に関する補助金等の交付を受けていない者
　⑹　香美町暴力団排除条例（平成２４年香美町条例第２９号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でない者
第４条　定住による交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

⑴　対象住宅の取得を行った者
　⑵　取得した住宅が、共有名義の場合は、共有者全てが交付対象要件に該当すること。

　⑶　町内に住所を有する者

　⑷　香美町税条例（平成１７年香美町条例第７２号）第３条に規定する町税及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の３第１項に規定する歳入に滞納がない者
　⑸　第６条の規定による申請をする日前において、本町の住宅取得に関する補助金等の交付を受けていない者
　⑹　香美町暴力団排除条例（平成２４年香美町条例第２９号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でない者
（奨励金の額）
第５条　町長は、対象住宅の取得を行った者に対し、別表に掲げる区分により、奨励金を交付する。ただし、住宅が共有名義の場合において、奨励金の交付は共有者の代表者にのみ交付するものとする。
　（奨励金の交付の申請）

第６条　奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、住宅を取得後１年以内に香美町住宅取得奨励金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
　⑴　取得した住宅の所在地に住所を移したことが確認できる申請者（共有名義の場合は、共有者全て）の住民票
　⑵　住宅の位置図及び平面図

　⑶　住宅の取得を証する書類

　⑷　住宅の登記事項証明書

　⑸　施工業者と請負契約を締結していることを証する書類

　⑹　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類
２　移住による申請者は、前項各号に掲げる書類に、概ね２年以上継続して生活の本拠として町外に住所を有していたことを証する書類を添えなければならない。

　（奨励金の交付の決定）
第７条　町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、奨励金を交付することが適当と認めたときは、香美町住宅取得奨励金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

２　町長は、奨励金の交付決定について、奨励金の交付の目的を達成するため、必要な条件を付すことができる。
　（交付決定の取消）

第８条　町長は、前条の規定により奨励金の交付の決定を行った場合において、奨励金の交付決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認められたときは、奨励金の交付決定を取り消し、香美町住宅取得奨励金交付決定取消通知書（様式第３号）により通知するものとする。

　⑴　偽りその他不正の手段により奨励金の交付決定を受けたとき。

　⑵　この要綱に違反したとき。

　⑶　その他町長が不適当と認めたとき。
　（奨励金の請求）

第９条　奨励金の交付決定を受けた者が奨励金の請求を行う場合は、香美町住宅取得奨励金請求書（様式第４号。以下「請求書」という。）を町長に提出するものとする。
　（奨励金の交付）

第１０条　町長は、前条の規定による請求書を受理したときは、奨励金と同額の商品券を交付するものとする。
　（商品券の有効期限）
第１１条　商品券の有効期限は、前条の規定による商品券の交付のあった日から６か月以内の期限とする。
　（奨励金の返還）

第１２条　奨励金の交付決定を受けた者は、町長が奨励金の交付決定を取り消した場合において、商品券が既に交付されているときは、町長の定める期限内に、当該商品券を返還しなければならない。ただし、交付決定者が既に当該商品券を使用している場合は、使用した商品券の額に相当する額の実費を返還するものとする。
　（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、別に定める。
附　則

　（施行期日）

１　この告示は、平成２８年４月１日から施行する。

（告示の失効）

２　この告示は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。

　（経過措置）

３　この告示の失効の日前に交付の決定を行った商品券については、前項の規定にかかわらず、この告示の失効の日後も、なおその効力を有する。

　（香美町若者定住促進住宅取得奨励金交付要綱の廃止）

４　香美町若者定住促進住宅取得奨励金交付要綱（平成１８年香美町告示第８６号。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。

　（経過措置）

５　この告示の施行前に、旧要綱の規定により交付対象となる者の取り扱いについては、なお従前の例による。
附　則（令和２年３月26日告示第47号）
この告示は、令和２年４月１日から施行する。
附　則（令和２年６月30日告示第130号）
この告示は、令和２年７月１日から施行する。
附　則（令和３年９月30日告示第180号）
（施行期日）
１　この告示は、令和３年１０月１日から施行する。
（経過措置）
２　この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
別表（第５条関係）
	　分　類
	条　件
	移住者
（転入者）
	定住者
(町内居住者)

	新築住宅
	町内施工業者施工で
かつ、取得者が若者
	５０万円
	３０万円

	
	上記以外
	３０万円
	２０万円

	空き家バンク登録住宅
	取得者が若者
	５０万円
	３０万円

	
	上記以外
	３０万円
	２０万円

	中古住宅
	取得者が若者
	３０万円
	１０万円

	
	上記以外
	１０万円
	


